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賃金・労働条件等の改善にかかわる要求書

　日頃から、労働者の賃金・労働条件、働く環境の改善・整備に向けて、ご理解ご協力をいただき感謝を申し上げます。

　また、未曽有の大災害となった東日本大震災津波の発災から間もなく４年が経過しようとしている中、被災地の復旧・復興に御尽力されていることに心から敬意を表します。

さて、自治体をはじめ地域公共サービス職場に働く労働者は、安倍自公政権による企業中心の経済対策や規制緩和政策により、かつてないほどの厳しい状況に置かれています。加えて政府による不当な人件費抑制圧力や震災復興への対応による業務量の増大、非正規雇用の拡大、委託や統廃合による合理化等が進められている一方、メンタルヘルスの対策も大きな課題となってきています。

このような状況を受けて、自治労岩手県本部・岩手県職員労働組合は、「組合員の生活と権利を守る」「地域公共サービスの維持・発展」「内需への政策転換」「震災からの復興」を基本に、賃金引き上げ、労働時間短縮、労働関係法令遵守等に関する要求書の提出を決定しました。

　つきましては、性別や職種を問わず、全ての組合員が安心して元気に、活き活きと働き続け、心豊かな生活を実現するために、次の事項について要求しますので、誠意ある回答を示されますよう要請します。
記
１　基本賃金・諸手当等

（１）「給与制度の総合的見直し」について
①　国の給与制度の総合的見直しに準じる賃金水準の引き下げは行わないこと。

（２）賃金合理化反対、基本賃金等の引き上げ
①　現行の賃金水準を維持・改善すること。

②　自治体労働者の賃金を平均11,000円以上引き上げること。なお、実施は４月１日とすること。

③　自治体に雇用されるすべての労働者の最低賃金を月給151,800円（国公行(一)１級13号俸・2014年勧告額）以上、日給7,590円（月額／20日）以上、時給980円以上とすること。
④　財政難を理由とした独自の基本賃金等の削減及び一切の賃金合理化を実施しないこと。
（３）給料表・初任給等の改善

①　給料表は７級以上とし、医療職(二)、(三)表など他の給料表使用の場合もこれと同一水準で取り扱うこと。

②　号俸は、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。

③　高卒初任給を151,800円（国公行(一)１級13号・2014勧告）以上とすること。

④　中途採用者の初任給決定にあっては、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすることとし、職員を対象にした在職者調整を行うこと。

⑤　年齢別最低保障賃金制度を確立すること。最低保障水準を標準入職者の９割以上とすること。
⑥　給料の調整額について、支給対象職種の拡大と調整数の改善を行うこと。
（４）格差解消、昇格・昇給基準等の改善
①　賃金水準の改善にあたっては、国公行政職(一)表水準で最低次の年齢別ポイント級号俸とすること。

18歳1－17（157,700円）、22歳1－33（187,700円）、30歳3-13（246,500円）、35歳3－40（296,900円）、40歳4－43（349,400円）

②　級別の格付け基準など昇格・昇級基準を短縮・改善することとし、最低非役付職員の国公行政職(一)表５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級４年、３級在級４年、４級在級２年）。また、医療職(二)、(三)表など他の給料表も同一水準以上で取り扱うこと。

③　現業・非現業の昇格・昇給基準の差別を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政（二）表は導入しないこと。また、初任給格付け及び昇級・昇格差別を廃止し、すべて、非現業と同一取り扱いとすること。

④　昇給延伸者に対する完全復元ならびに実損回復措置を講ずること。

⑤　４号俸を超える昇給原資を確保し、公平・公正に実施すること。
⑥　年齢による昇給停止や昇給抑制は廃止すること。特に50歳台後半層職員に限定した給与の減額措置は行わないこと。

（５）諸手当等の改善
①　扶養手当については、血族要件を廃止するとともに、支給額、支給方法を改善すること。
②　住居手当は、支給範囲を拡大し、借家・借間についての改善を行うこと。

③　通勤手当は全額実費支給とすること。また、交通用具使用者の手当を実態に見合った額に改善すること。

④　下肢障がい者のためマイカー通勤をしている者については、必要経費を完全に保障すること。
⑤　時間外勤務手当はl00分の150(深夜100分の200)、休日勤務手当はl00分の200とし、夜間勤務手当は100分の50に支給率の改善をはかること。最低でも、労基法改正に伴う水準以上（月60時間を超える部分は100分の150）とすること。また、時間外勤務手当月60時間超の法定休日の取り扱いについては、国と同様に算定時間に含めること。
⑥　寒冷地手当については現行の支給地区分を維持し、増額すること。

⑦　一時金は期末手当に一本化し、民間の支給実績にあわせて、現行水準を維持・改善すること。

⑧　単身赴任手当を改善すること。
（６）退職手当の改善について
①　退職手当の増額をはかること。また、早期退職募集制度の導入にあっては、これまでの勧奨退職制度を精査し、国の割増率を最低基準として、自治体職場の実態を踏まえた検討を行うこと。
②　定年前退職者については、個別勧奨退職制度を確立し、退職時特別昇給の実施・拡大など退職条件の改善をはかること。

２　臨時・非常勤職員等及び自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善
（１）恒常的な業務に従事する臨時・非常勤・嘱託・パート職員等については、ただちに正規職員とすること。
（２）臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の雇用は、労使交渉に基づく協約・協定の内容を踏まえ、当該労働者に賃金、労働時間を明示し労働契約を締結すること。

（３）臨時・非常勤等職員の賃金改善のため、自治体最低賃金の水準を満たすよう引き上げを実施するとともに、諸手当・休暇・その他の労働条件については、給与法での国公非常勤職員に関する規定や労働基準法などの法令、2014年総務省通知などを踏まえ、通勤手当（費用弁償）や時間外勤務手当（追加報酬）の全額支払い、及び忌引休暇、病気休暇、子の看護休暇、短期介護休暇、育児休暇などの諸休暇制度の整備を進めること。

（４）パート労働法の趣旨を地方公務員臨時非常勤職員へ適用するとともに、非常勤職員の諸手当支給制限の撤廃（地方自治法203条の２の改正）に向け、国に働きかけること。当面して、国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に、以下の点について早急に改善すること。

①　基本賃金の大幅引上げ（最低でも正規職員の８割）と、年齢や経験年数に応じた初任給格付け、定期的昇給制度の確立。
②　期末手当（６月、12月）の正規職員並み完全支給
③　寒冷地手当の正規職員並み完全支給。
④　その他諸手当の支給・制度化、とりわけ最低でも通勤手当は雇用形態を問わず完全支給すること。
⑤　諸休暇制度の確立、とりわけ、年次有給休暇制度の採用１年目からの公務員並み確立（最低でも労基法基準の６月継続勤務で10日）と週休２日制の実施。
⑥　退職手当の制度化・支給。
⑦　社会保険、雇用保険、労災保険への加入。
（５）社会福祉協議会等の自治体の委託料・補助金等で賄われている事業体の職員の賃金・労働条件を自治体職員並に改善すること。また、そのために委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。

（６）「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

（７）業務委託に関する入札にあっては、入札価格において人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。

（８）最低でも委託先民間職場から労働基準法・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート法）違反や、労働保険・社会保険の有資格未加入といった法違反を一掃すること。そのため、自治体として委託先民間職場の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。

（９）委託料の積算について、委託先民間労働者の賃金引き上げを自治体職員と同様にすること。また、委託契約にあっては、賃金・労働条件を明確にし、自治体職員との格差をなくすこと。

（10）委託清掃職場から労働災害を一掃するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日付け基発第123号）の徹底をはかること。

３　労働時間・休暇等の改善
（１）労働時間の短縮

①　所定勤務時間を短縮すること。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替制勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

②　時間外勤務の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。さらに、年間の総労働時間1800時間体制確立に向け実効ある施策を講じること。

③　労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定）を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること。

④　時間外労働の縮減のため、定時退庁の促進を徹底すること。
⑤　育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日出勤を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。

（２）休暇制度等の改善
①　年休の完全取得のために実効ある施策を講じること。
②　変則交替制職場の週休２日制の確立のため、必要な人員配置や予算措置など諸条件を整備すること。
③　年７日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。
④　リフレッシュ休暇制度、リカレント休暇、ボランティア休暇及び骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。特に病気休暇については国の特例措置の廃止に伴った見直しは行わないこと。

（３）両立支援のための休暇等の新設・充実

①　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

②　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

③　民間の育児・介護休業法の改正、国家公務員の制度改正を踏まえ、以下のとおり改善すること。

ア）３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

イ）子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正すること。また、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。
ウ）配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

エ）育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

オ）介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

④　臨時・非常勤等職員についても、民間･国と同様に育児･介護休業の適用拡大をはかること。

⑤　育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

⑥　育児のための短時間勤務制度について

ア）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

イ）代替職員は原則正規職員とすること。

ウ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。

⑦　介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

⑧　介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。

⑨　男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。

⑩　保育（育児）時間は「１時間ずつ２回取得」できるものとするとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。
⑪　男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果たすための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。

⑫　育児休業及び介護休暇に関わる期間の給与上の取扱いは、全期間勤務したものとみなし、昇給・昇格・一時金・退職手当に関する不利益を解消すること。最低限、期末手当については、人事院規則改正を踏まえ、早急に改善すること。

⑬　次世代育成支援対策推進法を踏まえ、自治体においては事業主として、両立支援策に関わる「行動計画」の着実な実施をはかること。

４　女性労働者の労働条件等
（１）『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法第13条を遵守し、自治体職員の募集から退職まで一切の男女差別をなくすこと。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職はなくすこと。
（２）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。
①　産前産後休暇を、産前８週間(多胎14週間)、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。
②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。
③　妊娠障がい休暇を最低14日とし制度化すること。
④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。
⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものとすること。
⑥　労基法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。

５　労働基本権の確立
（１）公務員労働者の労働基本権の確立に向けて、政府や国会へ働きかけること。
（２）消防職員などすべての官公労働者に団結権や協約締結権を保障すること。

（３）組合役員の人事異動にあたっては事前協議制を確立すること。

（４）管理職員の範囲はＩＬＯ87号条約の精神に基づき、不当な拡大を行わないこと。また、団体交渉事項とすること。

６　組織・機構・定数等
（１）欠員補充・定数拡大・直営堅持

①　欠員不補充、定数削減等を行わず、中長期の新規採用計画を策定すること。

②　事務・事業(仕事量)の拡大に見合う、必要な人員を確保すること。
③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とすること。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。

④　自治体の障がい者雇用については、2013年４月に改正された法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置をはかること。

⑤　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。
⑥　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。

⑦　公共施設等の管理については、直営を堅持すること。やむを得ず指定管理者制度を検討する場合は、十分な労使協議と合意に基づくこと。また、現行の管理委託制度からの切り替えについても、拙速な切り替えを行わず労使協議を行い、最低限、現在の委託先への切り替えを行うこと。

（２）雇用と年金の接続について

雇用と年金の接続に向けては、定年年齢の段階的延長を基本方針とし、定年延長が実現されるまでの間、政府の再任用制度の義務化方針を踏まえ、早急に制度設計・運用を行うこと。また、再任用制度義務化に係る制度設計・運用にあたっては給与水準や定数管理のあり方、業務内容の精査、再任用制度の導入が困難な業種の対応など、十分に協議すること。
特に、①希望者全員の再任用制度の確立（フルタイム・短時間については意向により選択）、②再任用者の賃金は、国公行(一)４級再任用賃金（277,800円）以上とすること。また、その他労働条件についても組合との合意に基づき実施すること。

また、導入にあたっては、在職中の臨時・非常勤等職員の雇用不安につながらないようにすること。

（３）分限・派遣等

①　自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、上記特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。
②　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに本人の不利益とならない内容で条例化すること。

７　現業職場の労働条件等

（１）現在、直営で行っている現業職場については、引きつづき直営で行うこと。

（２）既に、委託されている職場については、自治体の行政責任としてしっかり管理すること。

①　委託契約における適正な賃金確保のための条例（公契約条例）を制定し、入札（総合評価方式・最低制限価格制度）・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保と義務付けるなどの労働保護対策を展開すること

②　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（脱法行為の学校用務員のシルバー人材センターからの派遣、道路交通法違反の清掃パッカー車における作業員のステップ乗車等）
（３）すべての労働条件（民間委託を含む）については、事前協議（団体交渉）とし、労使双方の合意に基づく労働協約を締結すること。労使の合意に達しないものは、一方的に強行したり、議会提案をしないこと。

８　労働安全衛生等

（１）労働安全衛生法を遵守するとともに、労働安全衛生委員会を開催すること。また、今年度の開催計画を明らかにすること。

（２）労災補償制度の上積みをはかること。とくに死亡災害については、自賠責なみとすること。

（３）職員の健康管理体制の充実をはかること。特に、受診率の向上と受診後の健康管理、指導・教育などへの方策を行うこと。

（４）セクシャル・ハラスメントやパワーハラスメントをなくすための指針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

（５）過重労働・メンタルヘルス問題に対する具体的な対策を行うこと。
９　文書協定、労働協約について

　　　以上の要求について、労使で合意したときは、文書協定（非現業の職員団体）または、労働協約（現業、公営企業の労働組合、民間労働組合）として締結すること。

※文書中、固有名（法律名など）も含めて「障害」を「障がい」と表記しています。
臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善、

雇用安定についての要求書
１　雇用安定
（１）恒常的な業務に就いているフルタイムまたはフルタイムに準じる職員については、パートタイム労働法や労働契約法の趣旨を踏まえ、正規職員への転換措置をはかること。
（２）恒常的な業務に就いている臨時・非常勤等職員について、雇用更新年限が設けられている場合、その廃止と雇用継続を行うこと。
（３）消費生活相談員について、消費者庁通知（2013年３月、2014年６月）や特命担当大臣メッセージなどを踏まえ、雇用更新年限の廃止と雇用継続を行うこと。
（４）臨時・非常勤等職員の空白期間を廃止すること。
（５）新たに任用される臨時・非常勤等職員に対して、雇用更新年限を設定しないこと。
２　賃金要求

（１）自治体最低賃金を時980円（国公行(一)１級13号俸相当151,800÷20日÷７時間45分）以上とし、正規職員との均等待遇をはかること。

（２）賃金改善について、37円/ｈ＋２％（物価上昇＋格差是正分）以上の引き上げを実施すること。

（３）　実務経験、能力に基づいて報酬決定を行うこと（昇給制度の確立）。
３　最低到達条件
（１）通勤費用（費用弁償を含む）について全額支払うこと。
（２）時間外勤務手当（追加報酬）について全額支払うこと。
（３）次の休暇・休業を制度化すること。
　　①　年次有給休暇（年次繰り越しを含む）
②　産前・産後休暇
③　病気休暇
④　忌引き休暇
⑤　短期介護休暇
⑥　子の看護休暇
⑦　育児・介護休業（休暇）
⑧　生理休暇

⑨　夏季休暇

⑩　特別休暇
（４）健康診断について、６ヵ月以上勤続（見込み）・週勤務20時間以上の職員に実施すること。
（５）雇用保険・健康保険・厚生年金について、加入資格を満たす職員を加入させること。
（６）2009年度より消費生活相談員の報酬にかかる地方交付税措置が拡充（150万円→300万円）されていることを踏まえ、非常勤職員である消費生活相談員の賃金改善を行うこと。
４　均等待遇
（１）賃金
①　自治労の自治体最低賃金と経験年数を考慮した年齢別最低保障賃金を確立すること。
②　賃金（報酬）について、人事院指針（2008年８月26日）や総務大臣答弁（2009年５月26日）、「2014年通知」などを踏まえ、職務内容（職務の内容と責任）、在勤する地域、職務経験等の要素を考慮し、改善すること。
③　諸手当（相当報酬）について、正規職員との均等待遇による支給とすること。
④　週の労働時間が定まり、６ヵ月以上勤務予定の職員には、月給制度を適用すること。
（２）休暇、その他の労働条件
　　①　休暇諸制度について、その種類、期間、賃金保障など正規職員との均等待遇を行うこと。
　　②　地方公務員災害補償基金の対象とならない職員について、労働災害の補償制度を整備すること。また、日常的な安全衛生活動の対象をすること。
③　職場のハラスメントの防止・解決制度に臨時・非常勤等職員を対象とすること。
　　④　パートタイム労働法に準じて、教育訓練の実施、福利厚生への配慮、短時間雇用管理者の設置、労使による苦情処理機関の設置を行うこと。
　　⑤　任期付短時間勤務職員の給料・諸手当について、正規職員との均等待遇を行うこと。また、定期昇給を行うこと。
５　予算の確保

雇用継続、処遇改善のための予算の確保を行うこと。
６　地方三団体（知事会、市長会、町村会）への要請および議会対策
　　非常勤職員に諸手当支給を認める地方自治法改正、パート労働法や改正労働契約法の趣旨の地方自治体への適用、任期の定めのない短時間勤務職員制度の創設などの法整備にむけて、所属する地方団体（知事会・市長会・町村会）に対する首長の意見反映を要請すること。また、地方議会においても、臨時・非常勤の処遇改善・雇用安定に関する質疑や意見採択を行うよう、議員対策をすること。
７　文書協定、労働協約
　　以上の要求について、要求書を必ず提出し、労使交渉を設定すること。労使で合意したときは、文書協定（非現業の職員団体）または労働協約（現業、公営企業の労働組合、民間労働組合）として締結すること。

